様式第２－３－２号（第５条、第１６条関係）
　　年度　介護施設等の整備に関する事業計画（報告）書
【介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業用（間接補助事業用）】
１　介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 
（１）大規模修繕・耐震化整備施設の概要
ア　施設区分
イ　施設の名称及び所在地
ウ　事業の目的及び効果
エ　運営主体
オ　定員
　　カ　事業開始（予定）年月日
　　キ　事業完了（予定）年月日
（２）（参考）創設を行う介護施設等の概要
ア　施設区分

イ　施設の名称及び所在地

ウ　事業の目的及び効果

エ　運営主体

オ　定員
　　カ　事業開始（予定）年月日
　　キ　事業完了（予定）年月日

２　事業計画（実績）　
ア　経費内訳
　　（ア）主体工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（イ）工事事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（ウ）その他工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
イ　財源計画（実績）
　　（ア）県補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（イ）市町村補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（ウ）○○負担（補助）金        　　　　　　　　　　　円
　　（エ）設置者負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　（内訳）自己資金　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　寄附金　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　ウ　施工計画（実績）
 （ア）直営・請負の別　
   （イ）契約年月日
   （ウ）着工年月日
   （エ）竣工年月日
（添付資料）
・関係図面の写し（配置図、改修前・後の平面図等）
※拡張、改造等の場合は、既存建物との関係を図面上で明示すること。
※県内事業者への発注が困難である場合はその理由を添付すること。
